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1. 事業化調査団員 

 

氏 名 担  当 所  属 

矢部 優慈郎 団  長 国際協力事業団エチオピア事務所 

小嶋  良輔 アドバイザー 国際協力事業団エチオピア事務所 

藤原  真吾 計画管理 国際協力事業団無償資金協力部業務第 1 課 

長瀬  彰 業務主任／放送計画 NHK アイテック 

奥野  憲一 施設／設備 NHK アイテック 

金子  史雄 調達事情・積算 NHK アイテック 
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2. 事業化調査行程 

コンサルタント 
日 
順 

日 程 官 団 員 業務主任／放送計画 
（長瀬 彰） 

施設／設備 
（奥野 憲一） 

調達事情／積算 
（金子 史雄） 

1 5/16 (金) 成 田     →  フランクフルト  

2 17 (土) フランクフルト → アジスアベバ  

3 18 (日) • JICA エチオピア事務所打合せ 

4 19 (月) • 日本大使館打合せ、教育省・EMA 協議および無償プロジェクト視察 

5 20 (火) 
• EMA 協議  

アジスアベバ  (15:00) →  メケレ  (16:30) 
• ティグレイ州教育局 協議 （TV 送信機確保状況） 
• メケレテレビスタジオ調査 

6 21 (水) 
メケレ  (16:50) →  アジスアベバ   (18：20)  

7 22 (木) • ミニッツ協議 
• メケレテレビスタジオ調査 
メケレ  (16：50) →  アジスアベバ   (18：20) 

 
8 23 (金) 

アジスアベバ→  
• ミニッツ協議 

9 24 (土) →フランクフルト  • 地方サイト調査準備 

10 25 (日) → 成 田  
アジスアベバ  発→ジマ  
→ミザンテフェリ  着  

アジスアベバ発 
→ディレダワ着 

11 26 (月)  • ミザンテフェリラジオスタジオ調査 

12 27 (火)  
• ミザンテフェリ教育局協議 

ミザンテフェリ発  →  ジマ  

13 28 (水)  ジマ  →  アジスアベバ  着  

14 29 (木)  アジスアベバ  発  →  セメラ  着  

15 30 (金)  • セメララジオスタジオ調査 

16 31 (土)  • アファール州教育局協議 

• ディレダワラジオス

タジオ、ハラールラジ

オスタジオ、アレマヤ

ラジオスタジオ 
 調査 

• 各州教育局協議 

17 6/1 (日)  セメラ  発  →  アジスアベバ  着  
ディレダワ発  

→アジスアベバ着 

18 2 (月)  • アジスアベバラジオスタジオ調査 

19 3 (火)  
• ベースライン調査 
• ドナー機関調査 

• 輸送/税関関連調査 
• 現地代理店調査 

• 積算関連調査 

20 4 (水)  • 調査結果とりまとめ 

21 5 (木)  • 調査結果 説明・協議（EMA） 

22 6 (金)  
• JICA エチオピア事務所、日本大使館 報告 

アジスアベバ →  

23 7 (土)  → フランクフルト →  

24 8 (日)  → 成 田  
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3. 関係者（面会者）リスト 

財務経済開発省 

Mr. Hailemichael KINFU Head, Bilateral Cooperation Dept. 

Mr. Gebremedhine Birega Expert, Asia, Australia and Middle East Dept. for Bilateral 

Cooperation 

 

教育省 

Mr. Setotaw Yimam  Head, Planning and Project Dept 

 

教育メディア庁 

Mr. Demissew Bekele Mulugeta General Manager 

Mr. Assefa Demeke Head, Engineering & Technical Coordination 

Mr. Amsalu Amente Head of Studio Operation 

Mr. Makonnen Dechassa Head of TV Studio 

Mr. Fakadu Mergita Head of Radio Studio 

Mr. Tesfaye Kenaw Studio Engineer 

Mr. Niguse Gebreegziabher TV Studio Lighting 

 

アジスアベバ教育局 

Mr. Zerihun Kebede(Ph.D) Head of Addis Ababa Education Bureau 

Mr. Workiye Tegegn Deputy Bureau Head of Addis Ababa Education Bureau 

Mr. Tesfamariam Gebremariam Head, Education Media 

Ms. Tirualem Ayalew  Head, Curriculum Department 

Mr. Sintayehu Tsegau Head of Radio Studio 

 

アファール州教育局 

Mr. Alyas Hassen Head of Bureau 

Mr. Seyfu Ali Mohammed Acting Head of Education Bureau 

Mr. Ibrahim Ali Team Leader, Education Media 

Mr. Misge Kibretu Expert, Program Production 

 



– 4 – 

オロミア州東ハラルゲゾーン administration office 

Abdi Tala  Deputy Administrator 

 

オロミア州教育局東ハラルゲゾーン教育部 

Abdella Yuyya Educational & Supervision Programme Coordinator 

Yousuf Mune Zonal Education Plan & Project Coordinator 

Debru Bagale  Senior Technician of Alemaya Radio Station 

 

ディレダワ州教育局 

Ghidey G/Selassie  Acting Head of The REB 

Mengistu Haile  Department Head Education Support 

Daniel Negoussie  Production Technician 

Tamane W/Mariam Radio Program Expert 

 

SNNP 州教育局ベンチマゾーン教育部 

Mr. Godi Baikeda Head, Capacity Building Coordination Dept. 

Mr. Begashw Abera Head, Education Desk 

Mr. Mohammed Osman Senior Technician, Teaching Materials 

Mr. Feseha Teggne Head of Educational Program Section 

Mr. Teshoma Adare Expert, Educational Program Section 

 

ハラリ州教育局 

Afendi Abdulwasi Head of Educational Program Department 

Jebessa G/Kidan Head of Education Supporting Department 

Abebe Zewdie  Team Leader of Education Media 

Kassahun Nigussie  Technician 

Ashnafi Legase TV & Radio Technician 

 

ティグレイ州教育局 

Dr. Adhana Haile  Head of Education Bureau 

Mr. Tadele Deputy Head of Education Bureau 

Mr. Desta Abera Head, Educational Media Dept. 

Mr. Giday Gebrelibanos  Senior Electronics Technician 
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エチオピア国営テレビ局（ETV） 

Mr. Assefa Bekele  Deputy General Manager 

Mr. Negussie Sorry Head of Engineering Dept., Ethiopia TV 

 

ETV メケレテレビ送信所  

Mr. Tsegoy Tesfai Head of Transmission Station  
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4. 当該国の社会経済状況 
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5. 討議議事録（M/D） 
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6. 基本設計概要表 

1. 協力対象事業名 

エチオピア連邦民主共和国  第 2 次遠隔地教育機材整備計画 

2. 我が国が援助することの必要性・妥当性  

(1) 我が国が当該国に対し援助することの必要性・妥当性 

 我が国は、援助の重点分野として、教育、保健医療、食糧の確保を掲げている。エチオピアに

ついては、①アフリカ第二位の人口を擁する大国であり、開発の潜在性が高い。②長年の内戦に

よる国土の荒廃。旱魃・飢餓、難民の発生といった極めて苦しい経済・社会状況にあり、一人当

たりの GNP が 100 ドル（2000 年）と世界で最も低い水準にとどまっている。③現政権が、民主

化および構造調整政策を含む経済改革に取り組んでいること等に鑑み、無償資金協力および技術

協力を実施してきている。 

(2) 当該プロジェクトを実施することの必要性・妥当性 
エチオピア国は、教育セクター開発計画（ESDP：Educational Sector Development Program）を

策定し、教育改革を実施している。ESDP は初等教育に重点を置き、「就学率の向上」「遠隔地お

よび女子生徒への教育サービスの徹底」「教育の質を高める」「効率的な教育」「資金の確保」「教

育計画・管理能力の強化」などを、国際援助機関の協力を得つつ実施している。この中でエチオ

ピア国は、初・中等教育就学率向上のために急ピッチで小中学校を建設しているが､これらの学

校では教科書および教材の不足、教員不足等の改善すべき問題が山積している。エチオピア国は、

遠隔地教育がこれらの教育環境を改善する効果的な手段であるとして、遠隔地教育に必要な番組

制作を行うスタジオの整備を進めるとともに、各州教育局が独自のカリキュラムに沿って独自の

言語を使用したラジオ・テレビ教育番組を制作・放送することで一層の効果を上げようとしてい

る。同時に教育省および各州教育局は、小学校に対し毎年 500 台程度のラジオ受信機を配付して

きている。また、遠隔地教育は、教員養成や通信制中学生にも利用され、受講者(無資格教員)は
所定の課程を修了すれば正式な教員免許が、学校に行くことができない中学生は中学校卒業の資

格が取得できるようになった。 

しかしながら資金不足により地方において教育番組制作・放送体制の整備が進んでいない。そ

のためエチオピア政府は各州において効果的に遠隔地教育を実施するために 10 ヵ所のスタジオ

の機材整備プロジェクトを策定し日本政府に整備を要請した。2001 年 7 月に実施された基本設

計調査において同プロジェクトの必要性、妥当性が確認され、プロジェクト実施条件が整ってい

た 3 サイト（EMA ラジオスタジオ、ガンベララジオスタジオ、EMA テレビスタジオ）が第 1 次

計画として平成 13 年度無償資金事業で整備された。第 1 次計画に引き続き残る 7 サイトのスタ

ジオ機材を整備することにより全国遠隔地教育システムを確立する。 

3. 協力対象事業の目的（プロジェクト目標） 

地方各州のスタジオにラジオ・テレビ番組制作機材を整備することにより、各州における地方言語

による教育番組の制作・放送能力を強化することを目的とする。 

4. 協力対象事業の内容 

(1) 対象地域 

エチオピア国アジスアベバ特別区、アファール州、オロミア州、ディレダワ州、SNNP 州、ハ

ラリ州、ティグレイ州 

(2) アウトプット 

ラジオ番組制作機材が整備される。 

• アジスアベバ教育局アジスアベバラジオスタジオ 

• アファール州教育局セメララジオスタジオ 

• オロミア州教育局ハラールラジオスタジオ 

• ディレダワ州教育局ディレダワラジオスタジオ 

• SNNP 州教育局ミザンテフェリラジオスタジオ 
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• ハラリ州教育局ハラールラジオスタジオ 

テレビ番組制作機材が整備される。 

• ティグレイ州教育局メケレテレビスタジオ 

(3) インプット 

【日本側】 
ラジオ番組制作機材の調達  （アジスアベバ、セメラ、ハラール（オロミア）、ディレダワ、 

 ミザンテフェリ、ハラール（ハラリ）ラジオスタジオ 

テレビ番組制作機材の調達  （メケレテレビスタジオ） 

【エチオピア側】 

ラジオスタジオ建物の準備  （アジスアベバ、セメラ、ハラール（オロミア）、ディレダワ、 

 ミザンテフェリ、ハラール（ハラリ）ラジオスタジオ 
テレビスタジオ建物の準備  （メケレテレビスタジオ） 

(4) 総事業費 

概算事業費 2.61億円（日本側 1.96億円、エチオピア側 0.65億円） 

(5) スケジュール 

詳細設計期間を含め約 13.0 ヵ月を予定。 

(6) 実施体制 
実施責任機関：教育メディア庁 

実 施 機 関：アジスアベバ教育局、アファール州教育局、オロミア州教育局､ディレダワ州教

育局、SNNP 州教育局、ハラリ州教育局、ティグレイ州教育局 

監 督 機 関：教育省 

5. プロジェクトの成果 

(1) プロジェクトの裨益対象の範囲及び規模 

対象範囲：エチオピア国 アジスアベバ特別区、アファール州、オロミア州、ディレダワ州、

SNNP 州、ハラリ州、ティグレイ州 
対象規模： • アファール州内小学生  29,000人 

• オロミア州内小学生  673,000人 

• SNNP 州内小学生  209,000人 

• ハラリ州内小学生 27,000人 

• アジスアベバ特別区内小学生  385,000人 

• ディレダワ州内小学生  38,000人 

• ティグレイ州内小学生  77,000 人   合計 1,438,000人 

(2) 事業の目的（プロジェクト目標）達成を示す成果指標 

• 番組制作本数および科目数の増加 
州教育局における番組制作本数および科目数が増加する。 

番組制作本数および科目数の増加（2005 年） 
 プロジェクト実施前 プロジェクト実施後  
 

 
制作本数 科目数 制作本数 科目数  

 アファール州 セメララジオスタジオ 84 本 1 240 本 7  
 オロミア州 ハラールラジオスタジオ － 0 336 本 7  
 SNNP 州 ミザンテフェリラジオスタジオ － 0 336 本 3  
 ハラリ州 ハラールラジオスタジオ 168 本 4 246 本 5  
 アジスアベバ ラジオスタジオ 168 本 4 450 本 5  
 ディレダワ州 ディレダワラジオスタジオ 168 本 2 336 本 7  
 ティグレイ州 メケレテレビスタジオ － 0 20 本 2  
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(3) その他の成果指標 

  現  状 目標（2005 年）  

 資格教員（G5～G8）が増加する 12,203 人 33,603 人  

 遠隔地教育受講可能者が増加する 14,209 人 17,950 人  

 

6. 外部要因リスク 

① 各スタジオの電力供給が確保される。 

② 制作番組を放送するための送信機が適正に運用される。  
 

7. 今後の評価計画 

(1) 事後評価に用いる成果指標 

① 番組制作本数の増加 ② 番組制作科目数の増加 

(2) 評価のタイミング 
1) 2006年以降 

 

 

 

 



– 33 – 

7. 入手資料リスト／参考資料 

教育省 

• A Study on Strategy of Organizing Teacher Education for Primary Level, 1999 

• Education and Training Policy, 1994 

• Education for All (EFA2000), 2000 

• Education Sector Development Program (ESDP), Action Plan, 1999 

• ESDP, Consolidated National Performance Report: 1999/2000 

• ESDP, Mid Term Review Mission February 13th – March 3rd, 2001 

• Education Sector Strategy, 1994 

• Education Statistics Annual Abstract (ESAA), 1994 E.C./2001 – 2002/ 

• Indicators of the Ethiopian Education System, 1999 

• Minimum Quality Standard of the Elementary School, 1996 

• ESDP Consolidated National Performance Report, 2001/02 

• Guideline for Organization of Educational Management, August 2002 

• Education Sector Development Program II (ESDP-II) 2002/03 – 2004/05 Program Action Plan 

(PAP) 

• ESDP Joint Review Mission 10-28/Feb. 2003 

• ICTs for Education 

EMA 

• Educational Television: Teacher's Guide 

• Distance Education, Radio Support: Student's Guide 

• Learning at a Distance 

統 計 局 

• Demographic and Health Survey 2000 

• Report on the 1998 welfare monitoring survey 

• Ethiopia Statistical Abstract, 2001 

• Country and Regional Level Consumer Price Indices, April 2003 

• Report on Monthly Average Retail Prices of Goods and Services, December 2002 

UNICEF 

• Program Plan of Operations for UNICEF-assisted Education Program (1999-2001) 
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JICA 

• エチオピア教育分野企画調査報告書、横関祐見子、1998 

• エチオピア国教育／保健セクタープログラム上半期企画調査報告書、亀井里美、2000 

• エチオピア国セクター開発計画、原田陽子、1999 

• 教育セクタープログラム、横関祐見子、1998 

• 個別専門家総合報告書、鈴木周次、1998 

National Bank of Ethiopia 

• Annual Report 2001/2002 
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